
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 08

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,875 30,875 1,277,504 4 3 3

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 千 円 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,987 29,987 1,108,191

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 千 円 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 28,875 28,875 1,027,340

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 千 円 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,875 30,875 98.25 3 3 3

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,987 29,987 98.22

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 28,875 28,875 98.08

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

5,082 4,917 96.8 3 2 3

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 4,670 4,553 97.5

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 4,382 4,237 96.7

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

3,908 561,536 144 3 2 3

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 千 円 ） （ 千 円 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 3,690 525,586 143

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 千 円 ） （ 千 円 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 3,434 478,961 140

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 千 円 ） （ 千 円 ）

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

5,966,747 1,234,296 883,565 1,744,173 745,843 1,358,870 8,739 5,975,486

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図
介護保険制度における公正か
つ安定したサービスの供給

08-04-04

方向性：今後の人口動態の推移を勘案すると、更な
る給付費の伸びが見込まれるため、保険給付費が計
画量をオーバーしないよう制度の維持管理に努め
る。

小平市 東村山市 清瀬市

サ ー ビ ス
受給者数

一 月 当 た
り の 保 険
給付費

利用者1人
に 係 る 一
月 当 た り
の 保 険 給
付費

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

補助
事業

介護保険給付事業

要綱等

6,306,158 1,324,992 918,601 1,819,506 788,270 1,454,789 8,746 6,314,904

給付
事業

■ 該当

要綱等
（国）介護保険法第40、52、62条等、（市）
東久留米市介護保険条例

（国）介護保険法第40、52、62条等、（市）東久留米市介護保険条例
6,743,074 1,466,139 993,223 1,953,614 850,009 1,480,089 8,440 6,751,514

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象

要支援又は要介護1～5と認定
された者の内、サービスを利
用した場合に当該費用が給付
費として計上される

手段
・

内容

保険給付費の90％を国保連合会
の請求に基づき支払う。連合会
を通さない償還払いの保険給付
費を申請に基づき審査・支払を
行う（介護サービス等諸費、介
護予防サービス等諸費、審査支
払手数料、高額介護サービス等
諸費、特定入所者介護サービス
費等、高額医療合算介護サービ
ス等諸費）

評価：認定者数の増加に比例して、介護保険給付費
も増加している。サービスを必要とする利用者に適
切なサービスが提供されるよう運営している。事業
計画に定められたサービス量の点検を行ない適正な
給付額を維持している。

介護保険認定審査
事業
（認定審査会費・
認定調査費）

要綱等

66,073 66,073 24,505 90,578

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
必要な介護度を判定し、介護
保険給付を受給できるように
する

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

64,373 64,373 24,664 89,037

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：認定申請件数が増加するなか、認定調査、審
査会の開催、外部委託調査の点検、研修などに努
め、認定の公平性、客観性の担保に努めている。

方向性：一回の審査会において、審査件数を原則３
０件以上として運用している。審査会の合議体の増
加を検討するとともに、認定調査員の業務の見直し
を引き続き行い、効率的な執行体制に努める。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

7,805 7,805 33,218 41,023

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

達成度

意図
介護保険財政の運営、保険給
付のための資格管理

08-04-02

小平市 東村山市 清瀬市

申請者数
要 介 護 認
定者数

年 間 の 要
介 護 認 定
者数/申請
者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

（国）介護保険法第2,14,19条等、（市）東久留米市介護保険条例
72,069 72,069

方向性：収納率の改善に向け、ｺﾝﾋﾞﾆ収納を４月か
ら新たに実施することとなっている。

小平市 東村山市 清瀬市

介 護 保 険
被 保 険 者
数

介 護 保 険
被 保 険 者
数

介 護 保 険
料 の 収 納
率

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
介護福祉課
保険係

根拠
法令
等

補助
事業

08-04-03

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

要介護認定申請者（介護保険
1号、2号被保険者のうち、介
護サービスを必要として要介
護認定申請した者）

補助
事業 手段

・
内容

申請を受理した者の認定調
査、主治医意見書の書類を取
り寄せそれを基に要介護認定
を行う。審査を行う合議体を
設置し、1回の審査会に30件
の判定を行っている

23,645 95,714

有効性 効率性

□

介護保険賦課徴収
事業

要綱等

8,392 8,392 31,434 39,826

給付
事業

□ 該当

要綱等

（国）介護保険法第129,130条等、（市）東久留米市介護保険条例
8,322 8,322 30,333 38,655

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象 介護保険の被保険者

手段
・

内容

介護保険の資格管理、介護保
険料の賦課徴収

評価：収納率を改善するため、電話催告等の改善に
取り組んでいる。

介護保険運営事業
（特別会計一般管
理費）

要綱等

26,757 26,757 41,317 68,074

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
介護保険制度における公正か
つ安定したサービスの供給

補助
事業 手段

・
内容

介護保険事務を遅滞なく円滑
に遂行するための、庶務汎用
的な業務やシステム機器の借
り上げ等（特別会計の一般管
理費関係）

（国）介護保険法第3条、（市）東久留米市介護保険条例
27,250 27,250 39,870 67,120

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

介 護 保 険
被 保 険 者
数

介 護 保 険
被 保 険 者
数

努力義務的

対象

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

33,407

介護保険の被保険者

33,407

介護保険制度の運営

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 08-04健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 高齢者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

事務事業
番号

介 護 保 険
特 別 会 計
の 市 町 村
負 担 合 計
額

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

方向性：各業務を所管する職員間の連携の見直しを
行い、時間外の抑制、サービスの向上などに努める
必要がある。

小平市 東村山市 清瀬市

44,782 78,189

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価:賦課、給付、認定調査などの業務を支えるた
め、人件費やその他の事務費を最小経費で対応して
いる。

08-04-01

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 08

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

介護保険制度の運営

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 08-04健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 高齢者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

事務事業
番号

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,819 52 294 4 3 3

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,987 50 271

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 28,875 50 325

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,819 180 434 4 5 4

介護福祉課長
田中　潤

□ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,987 175 412

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 28,875 167 431

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,819 27 未把握 － 3 －

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,987 27 未把握

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 28,875 27 未把握

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

8 6 6 5 1 3

介護福祉課長
田中　潤

□ ■ （ カ 所 ） （ カ 所 ） （ カ 所 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 6 4 4

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ カ 所 ） （ カ 所 ） （ カ 所 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 6 6 6

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ カ 所 ） （ カ 所 ） （ カ 所 ）

指定管理 その他（補助・助成 ）

1,971 1,971 83 2,054

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

08-04-08

補助
事業

グループホーム等
第三者評価受審支
援事業
（補助金）

要綱等
(市)認知症高齢者グループホーム福祉サービ
ス第３者評価事業補助金交付要綱

1,266 1,266 81 1,347

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

サービスの内容を利用者に見
えるものにするとともに、
サービスの質の向上に向けた
事業者の取り組みを促すこと
で、利用者本位のサービスに
つなげる

方向性：利用者や家族会のサービスの品質に耳を傾
け、サービスの品質管理を改善する。

小平市 東村山市 清瀬市

認 知 症 高
齢 者 グ
ル ー プ
ホ ー ム 数
（ 小 規 模
多 機 能 型
居 宅 介 護
含む）

補 助 を
行 っ た 認
知 症 高 齢
者 グ ル ー
プ ホ ー ム
数 （ 小 規
模 多 機 能
型 居 宅 介
護含む）

第 三 者 評
価 を 受 審
し た 認 知
症 高 齢 者
グ ル ー プ
ホ ー ム 数
（ 小 規 模
多 機 能 型
居 宅 介 護
含む）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

(都)東京都における地域密着型サービスに係る自己評価及び外部評価の実施方針
(市)認知症高齢者グループホーム福祉サービス第３者評価事業補助金交付要綱

2,014 2,014 79 2,093

有効性 効率性 達成度

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的
(国)指定地域密着型サービスの事業の人員
設備び及び運営に関する基準

対象
市内に所在する認知高齢者グ
ループホーム（小規模多機能
型居宅介護含む）

手段
・

内容

東京都における福祉サービス
第三者評価の指針に基づく福
祉サービス第三者評価を受審
する認知症高齢者グループ
ホーム（小規模多機能型居宅
介護含む）に対し、その受審
費用を補助している

評価：第三者評価を受審することにより、事業所の
サービスの質の向上を図ることができている。

現状維持

要綱等

意図

地域の中で在宅の認知症高齢
者に対し、グループホームに
入居することにより認知症の
進行を穏やかにして健康で明
るい生活を送ることが出来る
よう支援する

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

指定管理 その他（補助・助成 ）

23,578 23,578 83 23,661

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

有効性 効率性

評価：認知症高齢者がグループホームに入所しやす
いように、施設整備が不十分だった平成11年、13
年、14年に１か所ずつ施設の借り上げを行い、施設
の誘導に成果を上げている。

方向性：民間事業者を適切に誘導し、市の借り上げ
料を縮小できるよう検討する。

指定管理 その他（補助・助成 ）

56,073 56,073 83 56,156

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

65歳 以 上
の 高 齢 者
数

グ ル ー プ
ホ ー ム 入
居者数

入 居 者 の
介護度

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

23,716

要綱等

23,578

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

08-04-07

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
市内に住所を有する介護度が
中程度以下の認知症高齢者

補助
事業 手段

・
内容

建物の所有者と市が賃貸契約
した建物３施設の賃料支払を
行う。平成15年4月1日以降に
入居した利用者から月額
53,700円を徴収している

23,716 79 23,795

08-04-06

補助
事業

小平市 東村山市 清瀬市

グループホーム施
設等借上げ事業

23,578 81 23,659

給付
事業

□ 該当

達成度

□

特別養護老人ホー
ム施設整備補助事
業
（補助金）

その他（公共施設等整
備基金繰入金）

要綱等

55,695 55,695 81 55,776

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
在宅で介護困難な高齢者が、
安心して身近な地域で暮らせ
る場を確保する

方向性：特別養護老人ホームの施設整備の支援は必
要な事業であるが、市の財政状況を踏まえ、支援の
あり方を工夫検討する必要がある。

小平市 東村山市 清瀬市

65歳 以 上
の 高 齢 者
数

特 別 養 護
老 人 ホ ー
ム の 市 民
入居者数

特 別 養 護
老 人 ホ ー
ム の 入 所
待機者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

特別養護老人ホーム等施設整備費補助金交付要綱
41,647 41,647 79 41,726

有効性 効率性 達成度

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象 在宅で介護困難な高齢者

手段
・

内容

市内の３つの特別養護老人
ホーム（シャローム東久留
米、けんちの里増床分）の施
設整備に伴う借入金の償還金
の一部を対象に、毎年度補助
金を交付している

評価：在宅での介護が困難となった要介護高齢者
が、特別養護老人ホームに入所できるよう、施設維
持の支援は成果を上げている。

現状維持

特別養護老人ホーム等施設整備費補助金交付
要綱

特別養護老人ホー
ム土地借上げ事業

その他（　　　　　）

要綱等

16,507 16,507 81 16,588

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
在宅で介護困難な高齢者が、
安心して身近な地域で暮らせ
る場を確保する

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

指定管理 その他（補助・助成 ）

16,507 16,507 83 16,590

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：在宅での介護が困難となった要介護高齢者
が、特別養護老人ホームに入所できるよう、施設維
持の支援は成果を上げている。

効率性 達成度

方向性：地代の支払い額のあり方を含め引き続き工
夫検討を行う。

小平市 東村山市 清瀬市

65歳 以 上
の 高 齢 者
数

特 別 養 護
老 人 ホ ー
ム の 市 民
入 居 者 数
（ シ ャ
ローム）

特 別 養 護
老 人 ホ ー
ム の 入 所
待 機 者 数
（ シ ャ
ローム）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

16,262

08-04-05

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 在宅で介護が必要な高齢者

補助
事業 手段

・
内容

特別養護老人ホーム「シャ
ローム東久留米」とその駐車
場の土地に50年の地上権を設
定し、有料老人ホームを経営
するユウシュウライフ株式会
社から借り上げ地代を支払う

16,262 79 16,341

有効性

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 08

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

介護保険制度の運営

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 08-04健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 高齢者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

事務事業
番号

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,819 8 8 5 1 3

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,987 6 6

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 28,875 4 4

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

3 12 71 4 3 3

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 部 会 ） （ 回 ）
（ 事 業
所 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 3 12 64

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 部 会 ） （ 回 ）
（ 事 業
所 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 3 12 64

近隣市
状況

■ □ □ ■ □ （ 部 会 ） （ 回 ）
（ 事 業
所 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

13 4 4 5 3 4

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　）         ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 11 3 3

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 13 3 3

近隣市
状況

■ ■ ■ □ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,819 3,908 4 3 5 4

介護福祉課長
田中　潤

□ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,987 3,690 4

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 28,875 3,434 4

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

83 140

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

(国通知)低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の軽減制度の実施

57 29 28 79 136

介護保険利用者負
担軽減事業
（訪問介護・社会
福祉法人の利用者
負担軽減）

指定管理 その他（補助・助成 ）

57 28 15 14

08-04-12

補助
事業

方向性：低所得で生計が困難である者について利用
促進を図っていくため周知を図っていく。

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
介護サービスを利用している
者の経済的負担の軽減を図る

小平市 東村山市 清瀬市

65歳 以 上
の 高 齢 者
数

介 護 保 険
サ ー ビ ス
利用者数

介 護 保 険
サ ー ビ ス
利 用 者 減
額 認 定 者
数

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象
介護保険サービスを利用して
いる生計困難者及び訪問介護
を利用する低所得者

手段
・

内容

対象者に利用料の4分の1を減
額している（17年10月から老
齢福祉年金受給者のみ2分の1
減額）
訪問介護利用者負担の（障害
者ホームヘルプサービスを利
用していた者に限る）一部を
助成

評価：低所得で生計が困難である者が利用者負担を
軽減され、介護保険サービスの利用を維持できてい
る。軽減主体が本来受理すべき利用者負担収入に対
する割合の１％を超える部分を国が2分の1、都が4
分の1を負担。軽減主体が本来受理すべき利用者負
担収入に対する割合の１％を超える部分を都が2分
の１を負担などがある。

要綱等
(都)社会福祉法人等による生計困難者に対する介護
保険サービスに係る利用者負担額軽減制度事業実施
要綱 110 55 28 27 81 191

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

要綱等

意図

身体上、精神上又は環境上の
理由と経済的理由により居宅
で生活することが困難な高齢
者を養護老人ホームに入所措
置する。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

24,820 24,820 148 24,968

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

有効性 効率性

評価：保護措置費国庫負担金は平成17年度から市町
村に一般財源化された法定事業である。最近では高
齢者虐待ケースの受け入れも増えている。

方向性：現状規模で継続していく。

指定管理 その他（運営補助）

0 812 812

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

65歳 以 上
の高齢者

養 護 老 人
ホ ー ム 入
所 申 込 者
数

養 護 老 人
ホ ー ム 入
所 申 込 者
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

（国）老人福祉法第11条
26,427

要綱等

25,746

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

補助
事業

08-04-11

介護福祉課
地域ケア係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

65歳以上の高齢者であって、
生活困窮、住むところがな
い、居住環境が悪い等の状況
にある者

補助
事業 手段

・
内容

入所判定会議を開催し、措置
決定したうえで入所手続きを
進めている。事務としては、
入所者の委託料を東京都福祉
振興財団に毎月支払いしてい
る。

172 26,599

08-04-10

小平市 東村山市 清瀬市

養護老人ホーム措
置事業

25,746 152 25,898

給付
事業

□ 該当

達成度

□

介護サービス事業
者協議会支援事業

要綱等

0 812 812

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
制度改正等に伴う情報交換や
諸課題を討議する

26,427

方向性：運営費そのものは協議会を構成する事業者
の会費で賄われているため、市の予算としては発生
しない。自主運営を基本とした協議会を原則とす
る。

小平市 東村山市 清瀬市

部会数
部 会 別 の
会 議 開 催
実績

協 議 会 へ
の 事 業 者
加入数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

0 784 784

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象 市の事業者協議会

手段
・

内容

事業者が参加する5部会（施
設、苦情処理、介護支援専門
員、ヘルパー、訪問看護）の
うち３部会（苦情処理、介護
支援専門員、ヘルパー）の事
務局を行った

評価：介護事業者が任意に組織を作り様々な部会が
増え、研修や意見交換が活発に行われている。

要綱等

意図

高齢者虐待ケース等の事例検
討を通して専門家より指導を
受け関係者の対応力向上を図
る。包括的支援事業は、地域
包括支援センターに委託して
いる。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

152 76 76 205 357

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

有効性 効率性

評価：本事業は、関係者の高齢者虐待対応の技術的
支援のツールとして不可欠であり、効果を上げてい
る。

方向性：現状規模で継続していく。

65歳 以 上
の高齢者

虐 待 事 例
検 討 会 の
開催回数

虐 待 事 例
検 討 会 の
開催回数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

（国）高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、介護保険法第115条の38
（地域支援事業の包括的支援事業）、（都）高齢社会対策区市町村包括補助事業要綱

140 70

要綱等

137 0

08-04-09

介護福祉課
地域ケア係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
地域包括支援センター職員・
在宅介護支援センター職員・
介護支援専門員等

補助
事業 手段

・
内容

市担当課が地域包括支援セン
ターと連携しケース検討会を
開催している。

294 434

小平市 東村山市 清瀬市

虐待事例検討会事
業

68 69 185 322

給付
事業

□ 該当

達成度

□

70

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 08

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

介護保険制度の運営

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 08-04健康で幸せにすごせるまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 高齢者福祉の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

事務事業
番号

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,819 2,805 22 5 1 3

介護福祉課長
田中　潤

□ □ （ 人 ） （ ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,987 2,721 12

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 28,875 2,627 4

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ ） （ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

8 4 4 5 2 3

介護福祉課長
田中　潤

□ ■ （ カ 所 ） （ カ 所 ） （ カ 所 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 6 1 1

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ カ 所 ） （ カ 所 ） （ カ 所 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 6 0 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ カ 所 ） （ カ 所 ） （ カ 所 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

6 1 1 ― 2 ―

介護福祉課長
田中　潤

□ ■ （ カ 所 ） （ カ 所 ） （ カ 所 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 5 1 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ カ 所 ） （ カ 所 ） （ カ 所 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 5 0 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ カ 所 ） （ カ 所 ） （ カ 所 ）

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
判断能力が不十分になっても
住み慣れた地域で安心して生
活できるようにする。

方向性：生活保護担当ワーカーと高齢者担当に事務
が集中していることから、事務軽減の方策を検討す
る必要がある。

小平市 東村山市 清瀬市

65歳 以 上
の高齢者

65歳 以 上
の 人 口 の
市 の 認 知
症 高 齢 者
推定数

①市長申
立て件数
＋　②報
酬助成件

数

前年度において

示した方向性
拡大

28年度以降
方向性

拡大

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

101 40 20 21 20 206 307

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

介護保険法第145条の45、老人福祉法第32条の2
1,470 581 290 290 309 1,794 3,264

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

27 618 756

08-04-13

介護福祉課
地域ケア係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
認知症高齢者などの判断能力
が不十分かつ生活困窮をきた
している高齢者

補助
事業 手段

・
内容

審判の請求を行いかつ審判請
求に要する費用を負担するこ
と。また、成年後見等に関す
る報酬の助成を行うこと。

評価：住み慣れた地域で安心して生活を営む上で、
金銭管理，身上監護等の問題は重要であり、今後も
認知症高齢者数の増加により対象者人数が増加して
いる。報酬助成対象者もそれに伴い増加している。

成年後見事業

要綱等

138 55 27 29

□ 該当

要綱等

33,600

08-04-14

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的

08-04-15

介護福祉課
介護サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的

グループホーム緊
急整備支援事業
（補助金）

補助
事業

(都)(市)認知症高齢者グループホーム緊急整
備支援事業補助金交付要綱

対象

給付
事業

市内に所在する認知高齢者グ
ループホーム

政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

①施設整備費の助成②既存施
設へのスプリンクラー等の防
火安全設備の設置費の助成③
防災改修等支援事業（耐震改
修等の防災補強改修や老朽化
に伴う大規模修繕等への補
助。自火報設備の感知器の作
動と連動して起動する設備の
設置費の助成）

要綱等
(都)（市）介護基盤緊急整備等特別対策事業
補助金交付要綱

要綱等

(都)(市)認知症高齢者グループホーム緊急整備支援事業補助金交付要綱

努力義務的

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

①新たに建物を建築する経費
または既存建築物を買取りも
しくは改修をする経費②所有
するまたは借り上げる建物の
改修をする経費③所有する建
物の改修をする経費の一部を
補助する

要綱等

小平市 東村山市

意図

介護施設の緊急整備、既存施
設におけるスプリンクラー等
の整備及び認知症高齢者グ
ループホーム等の防災改修等
を支援し、もって介護機能の
強化等を図ることを目的とす
る

補助
事業

介護基盤緊急整備
等特別対策事業
（補助金）

給付
事業

□ 該当

東村山市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

■ 該当

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

指定管理 その他（補助・助成 ）

0

意図

地域密着型サービス事業者が
行う認知高齢者グループホー
ムの整備を促進（増設）する
ことを目的とする

36,400 36,400

33,600

補 助 を
行 っ た 認
知 高 齢 者
グ ル ー プ
ホ ー ム 数
と 小 規 模
多 機 能 型
居 宅 介 護
事業所数

清瀬市

努力義務的

対象
市内に所在する認知高齢者グ
ループホーム、小規模多機能
型居宅介護事業所、など

現状維持

認 知 高 齢
者 グ ル ー
プ ホ ー ム
数 と 小 規
模 多 機 能
型 居 宅 介
護 事 業 所
数

83

(都)東京都介護基盤緊急整備等特別対策事業実施要綱、東京都介護基盤緊急整備等特別対
策事業実施要領、（市）東久留米市介護基盤緊急整備等特別対策事業補助金交付要綱

西東京市 その他（　　　　　　　  ）小平市

32,438

有効性 効率性 達成度

32,359 32,359

義務的

介 護 機 能
の 強 化 等
が 図 れ た
認 知 高 齢
者 グ ル ー
プ ホ ー ム
数 と 小 規
模 多 機 能
型 居 宅 介
護 事 業 所
数

36,479

有効性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

81 33,681

方向性：事業計画に目標量を踏まえ、計画的にグ
ループホームの誘導を図り、地域的な偏在の解消に
努める。

8383

認 知 症 高
齢 者 グ
ル ー プ
ホーム数

補 助 を
行 っ た 地
域 密 着 型
サ ー ビ ス
事業者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：グループホーム等の入居者の火災安全・非常
時の連絡体制の向上を図ることができている。

28,800 28,800 81 28,881

方向性：入居者の安全と施設を管理運営する法人の
負担を軽減できるよう支援する。

79

指定管理 その他（補助・助成 ）

0 83

達成度

評価：認知症の高齢者の増加に応じて、新たなグ
ループホームの誘導を行うことができている。上の
原に１か所、2ユニット（定員18人）。

効率性
整 備 促 進
（ 増 設 ）
さ れ た 認
知 症 高 齢
者 グ ル ー
プ ホ ー ム
数 （ 当 該
年 度 認 知
症 高 齢 者
グ ル ー プ
ホ ー ム 数
－ 前 年 度
認 知 症 高
齢 者 グ
ル ー プ
ホ ー ム
数）

79

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


